
令和 ５ 年度 

財 務 諸 表 

第２０期事業年度 

自 令和 ５年 ４月 １日 

至 令和 ６年 ３月３１日 

国立大学法人 高知大学 



 目　 　次

貸借対照表　 １

損益計算書　 ３

純資産変動計算書 ５

キャッシュ・フロー計算書 ６

損失の処分に関する書類 ７

注記事項 ８

附属明細書　 別紙

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・



（単位：千円）

【資産の部】

Ⅰ 固定資産

　１ 有形固定資産

土地 25,899,428

　減損損失累計額 △ 112,078 25,787,350

建物 42,700,725

　減価償却累計額 △ 24,466,754

　減損損失累計額 △ 168,603 18,065,367

構築物 3,093,178

　減価償却累計額 △ 2,266,930 826,248

機械装置 718,165

　減価償却累計額 △ 635,165 82,999

工具器具備品 30,471,574

　減価償却累計額 △ 26,663,347 3,808,227

図書 3,055,972

美術品・収蔵品 31,371

船舶 204,628

　減価償却累計額 △ 9,746 194,882

車両運搬具 136,126

　減価償却累計額 △ 120,547 15,578

建設仮勘定 3,711,217

有形固定資産合計 55,579,213

　2 無形固定資産

特許権 39,315

借地権 590

商標権 1,647

特許権仮勘定 66,095

電話加入権 1,501

無形固定資産合計 109,149

　3 投資その他の資産

投資有価証券 1,570,455

減価償却引当特定資産(※) 97,073

長期性預金 350,000

敷金 1,576

投資その他の資産合計 2,019,104

固定資産合計 57,707,467

Ⅱ 流動資産

現金及び預金 9,900,908

未収学生納付金収入 45,499

　徴収不能引当金 △ 549 44,949

未収附属病院収入 3,831,332

　徴収不能引当金 △ 852 3,830,480

未収入金 340,566 340,566

たな卸資産 29,928

医薬品及び診療材料 94,238

前払費用 1,849

未収収益 1,431

流動資産合計 14,244,353

資産合計 71,951,820

貸 借 対 照 表

（令和６年３月３１日）
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【負債の部】

Ⅰ 固定負債

長期繰延補助金等(※) 836,608

大学改革支援・学位授与機構債務負担金 24,864

長期寄附金債務(※) 385

長期借入金 10,477,958

退職給付引当金 221,311

資産除去債務 25,196

長期未払金 860,781

固定負債合計 12,447,105

Ⅱ 流動負債

運営費交付金債務（※） 762,464

預り施設費（※） 620,609

寄附金債務（※） 1,980,351

前受受託研究費（※） 141,323

前受共同研究費（※） 133,945

前受受託事業費等（※） 32,867

前受金 189,701

預り科学研究費補助金等 228,273

預り金 247,742

一年以内償還予定大学改革支援・学位授与機構債務負担金 9,755

一年以内返済予定長期借入金 777,888

未払金 4,999,404

未払費用 293,979

未払消費税等 20,266

賞与引当金 197,932

リース債務 617,531

流動負債合計 11,254,037

負債合計 23,701,143

【純資産の部】

Ⅰ 資本金

政府出資金 26,485,708

　 資本金合計 26,485,708

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 28,086,342

減価償却相当累計額（※） △ 18,564,673

減損損失相当累計額（※） △ 243,013

利息費用相当累計額（※） △ 8,980

除売却差額相当累計額（※） △ 176,092

　 資本剰余金合計 9,093,582

Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金（※） 6,822,194

教育研究運営改善積立金(※) 758,450

積立金 5,417,853

当期未処理損失 △ 327,111

   (うち当期総損失) ( △ 327,111 ）

利益剰余金合計 12,671,386

　　純資産合計 48,250,677

負債純資産合計 71,951,820

※これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目である。
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（単位：千円）
経常費用

業務費
教育経費 1,467,906
研究経費 1,333,662
診療経費

材料費 8,546,077
委託費 1,377,334
設備関係費 2,681,832
研修費 2,929
経費 910,890 13,519,064

教育研究支援経費 525,067
受託研究費 551,722
共同研究費 196,832
受託事業費 300,145
役員人件費 191,330
教員人件費

常勤教員給与 7,478,455
非常勤教員給与 267,437 7,745,893

職員人件費
常勤職員給与 7,347,201
非常勤職員給与 2,546,515 9,893,717 35,725,342

一般管理費 1,136,744
財務費用

支払利息 58,423 58,423
雑損 32,302

経常費用合計 36,952,813

経常収益
運営費交付金収益（※１） 9,865,185
授業料収益 2,798,081
入学金収益（※１） 374,690
検定料収益 65,240
施設費収益 181,999
附属病院収益 20,431,270
受託研究収益（※１） 560,305
共同研究収益（※１） 204,665
受託事業等収益（※１） 301,039
補助金等収益（※１） 897,472
寄附金収益（※１） 652,459
財務収益

受取利息 625
有価証券利息 8,685
為替差益 230 9,541

雑益
財産貸付料収入 339,517
農場・演習林収益 28,463
大学入学共通テスト実施料収益 9,893
引当金戻入益 6,078
その他雑益 328,224 712,177

経常収益合計 37,054,129
経常利益 101,316

臨時損失
固定資産除却損 2,237
過年度損益修正損 444,726
貸倒損失 868
損害賠償金 10,000 457,832

臨時利益
受取保険料 11,379
補助金等収益 0 11,379

当期純損失 △ 345,136
前中期目標期間繰越積立金取崩額（※１） 18,024
当期総損失 △ 327,111

損 益 計 算 書

（令和５年４月１日-令和６年３月３１日）
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（※１）これらは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目である。

（※２）資本剰余金を減額したコスト等に関する注記

当期総利益 △ 327,111千円

減価償却相当額 △ 879,124千円

利息費用相当額 △ 632千円

除売却差額相当額 △ 15,185千円

賞与引当増加相当額 △ 1,685千円

退職給付引当増加相当額 136,687千円

小計 △ 759,940千円

施設費収益相当額 970,090千円

その他 102,791千円

資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額 △ 14,169千円

退職給付引当増加相当額のうち、△20,227千円は国又は地方公共団体からの出向職員にかかるものである。

（※３）科学研究費助成事業等に関する注記

当期受入額 418,526千円

当期支出額 519,569千円
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（単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 15,108,571

人件費支出 △ 18,077,679

その他の業務支出 △ 1,119,949

運営費交付金収入 9,996,060

授業料収入 2,527,973

入学金収入 354,412

検定料収入 65,240

附属病院収入 20,555,793

受託研究収入 557,215

共同研究収入 186,679

受託事業等収入 383,074

預り科学研究費補助金等の増減額 △ 17,114

補助金等収入 1,884,161

補助金等の精算による返還金の支出 -  

寄附金収入 520,042

その他の収入 888,472

　小　計 3,595,809

国庫納付金の支払額 -  

業務活動によるキャッシュ・フロー 3,595,809

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 1,800,000

有価証券の売却による収入 -  

有価証券の償還による収入 1,700,000

定期預金の預入れによる支出 △ 1,000,000

定期預金の払戻しによる収入 1,200,000

有形固定資産の取得による支出 △ 3,680,344

無形固定資産の取得による支出 △ 26,111

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 -  

共同運用預り金の返還による支出 △ 900,055

共同運用預り金の受入による収入 900,055

減価償却引当特定資産の繰入による支出 △ 97,073

減価償却引当特定資産の取崩による収入 -  

施設費による収入 1,488,434

施設費の精算による返還金の支出 -  

大学改革支援・学位授与機構への納付による支出 -  

金銭出資による支出 -  

　小　計 △ 2,215,094

利息及び配当金の受取額 10,013

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,205,081

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 -  

短期借入金の返済による支出 -  

国立大学法人等債の償還による支出 -  

国立大学法人等債の発行による収入 -  

長期借入れによる収入 2,817,540

長期借入金の返済による支出 △ 776,559

大学改革支援・学位授与機構債務負担金の返済による支出 △ 24,056

リース債務等の返済による支出 △ 599,983

　小　計 1,416,941

利息の支払額 △ 58,423

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,358,517

Ⅳ 資金増加額 2,749,245

Ⅴ 資金期首残高 6,151,663

Ⅵ 資金期末残高 8,900,908

キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日-令和６年３月３１日）
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（単位：円）

Ⅰ当期未処理損失 327,111,402

当期総損失 327,111,402

Ⅱ損失処理額

前中期目標期間繰越積立金取崩額 327,111,402

Ⅲ次期繰越欠損額 0

　損失の処理に関する書類
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注　記　事　項

（重要な会計方針）

　　国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」報告書」
　（国立大学法人会計基準等検討会議 令和４年２月10日改訂）及び「「国立大学法人会計基準」及び
　「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会 令和５年４月
　13日改訂））（以下「国立大学法人会計基準等」という。）を適用して財務諸表等を作成している。
　　なお、国立大学法人会計基準等のうち、収益認識に関する会計基準の導入による改訂内容については
　令和５事業年度から適用する。収益認識に関する改訂により当事業年度の損益に与える影響はない。

 １．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

原則として、期間進行基準を採用している。ただし、退職一時金に充当される運営費交付金につい

  　ては費用進行基準を、「基幹運営費交付金」及び「特殊要因運営費交付金」に充当される運営費交付

 　 金の一部については、文部科学省の指定に従い業務達成基準あるいは費用進行基準を採用している。

なお、「国立大学法人高知大学業務達成基準取扱要領」に基づき学長の承認を得た事業については、

　　業務達成基準を採用している。

 ２．減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用している。

耐用年数については、法人税法に基づく耐用年数を採用している。

受託研究収入等により購入した償却資産については当該受託研究等の期間を耐用年数としている。

　　ただし、当該受託研究等以外にも汎用的に利用できる償却資産については、法人税法に基づく耐用年

　　数を採用している。

主な資産の耐用年数は以下のとおりである。

建 物 ６～５０年

構　　築　　物　  １０～６０年

機　械　装　置 １０年

工具 器具 備品 １～２０年

車 両 運 搬 具 ４～  ７年

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第78）及び資産除去債務に対応する特定の除去費用

　　等（国立大学法人会計基準第85）に係る減価償却相当額については、減価償却相当累計額として資本

　　剰余金から控除して表示している。

(2) 無形固定資産

定額法を採用している。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて

いる。

 ３．引当金の計上基準

(1) 賞与引当金及び見積額の計上基準

運営費交付金で財源措置されない職員に対して、支給見込額のうち当期に負担すべき額を計上して

　　いる。

なお、資本剰余金を減額したコスト等に関する注記における賞与引当増加相当額は、当事業年度末

　　の賞与引当相当額から前事業年度末の同相当額を控除した額を計上している。

(2) 退職給付引当金及び見積額の計上基準

運営費交付金で財源措置されない職員に対して、当期末における自己都合要支給額の100％を計上し

　　ている。

なお、資本剰余金を減額したコスト等に関する注記における退職給付引当増加相当額は、国立大学

　　法人会計基準第34に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上している。

(3) 徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

　　の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

 ４．退職給付に係る会計処理

(1) 職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用している。当該制度では、給与

と勤務時間に基づいた一時金を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算

している。
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（2）確定給付制度

①簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付引当金 193,396千円

退職給付費用 63,585千円

退職給付の支払額 35,670千円

期末における退職給付引当金 221,311千円

②退職給付に関連する損益

簡便法で計算した退職給付費用 63,585千円

（3）退職等年金給付制度

当法人の退職等年金給付制度への要拠出額は、90,340千円であった。

 ５．有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 満期保有目的債券

償却原価法（定額法）

(2) その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

 ６．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 医薬品及び診療材料

評価基準 低　価　法

評価方法　　　　移動平均法

ただし、当面の間、評価方法は最終仕入原価法による。

(2) 貯蔵品

評価基準 低　価　法

評価方法 最終仕入原価法

 ７．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

　　ている。

８. リース取引の会計処理

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

　　準じた会計処理によっている。

 ９．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。

１０．収益及び費用の計上基準

(1) 附属病院の診療に係る収益

附属病院の診療に係る収益は、主に健康保険組合等の保険者又は患者から支出された医療費（診察

　　費）であり、当法人は患者に対して医療行為等のサービス等を引き渡す義務を負っている。当該履行

　　義務は、診察行為等のサービス等を実施した一時点において充足されると判断し、収益を認識してい

　　る。

（会計方針の変更）

　　受託研究等収入により購入した償却資産については、当該研究期間を耐用年数としていたが、改訂後
　の国立大学法人会計基準等を適用し、当該研究の終了後も使用する予定である償却資産については、国
　立大学法人会計基準上の一般的耐用年数を採用している。
　　この結果、当事業年度において、経常利益が8,919千円増加し、当期総利益が8,919千円増加している。

（注記事項）

　１．貸借対照表関係

(1) 退職給付引当相当額の見積額 8,075,933千円

(2) 賞与引当相当額の見積額 736,863千円

(3) 債務保証の総額 34,619千円
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(4) 担保に供している資産

土地 4,299,078千円

建物 5,416,928千円

担保提供資産に対応する債務残高 11,255,846千円

(5) 未収附属病院収入のうち、478,402千円は契約資産である。

(6) 前受金のうち、150,884千円は契約負債である。

(7) 利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

①国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資

産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの（長期借入金を含む）

附属病院に関する借入金の元金償還額の累計 16,989,640千円

当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計 13,383,966千円

利益剰余金に与える影響額（差引き） 3,605,673千円

②国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの収益化額が

二重になっていることによるもの

法人移行時に国から承継した資産について、承継時に負債として計上していた額のうち、資産

の減価償却費が診療経費に分類されるものに関する当該負債の収益化累計額　756,805千円

③国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国か

らの出資でなく譲与としたことによるもの 405,727千円

④国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、

国からの出資でなく譲与としたことによるもの 177,406千円

4,945,612千円

　２．損益計算書関係

(1) 当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

①国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資産

の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの（長期借入金を含む）

附属病院に関する借入金の元金償還額 800,615千円

当該借入金により取得した資産の減価償却費 649,132千円

当期総利益に与える影響額（差引き） 151,483千円

②国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの収益化額が二重

になっていることによるもの

法人移行時に国から承継した資産について承継時に負債として計上していた額のうち、資産の減

価償却費が診療経費に分類されるものに関する当該負債の収益化額     -千円

151,483千円

　３．キャッシュ･フロー計算書関係

(1) 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金勘定 9,900,908千円

定期預金 △1,000,000千円

資金期末残高 8,900,908千円

(2) 重要な非資金取引

①現物寄附の受入による資産の取得　52,989千円

②ファイナンス・リースによる資産の取得　850,450千円

③当事業年度に新たに計上した資産除去債務に係る資産及び負債の額

該当なし

　４．固定資産の減損

(1) 減損を認識した固定資産

該当なし
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(2) 減損の兆候が認められた固定資産

(3) 翌事業年度の特定の日以降使用しない決定を行った固定資産

①使用しないという決定を行った固定資産の概要

②使用しないという決定を行った経緯及び理由

勝負の川地区宿舎については、老朽化が著しく、今後の継続利用には建替や大規模改修が必要と

なる。本学が管理する他の職員宿舎の入居状況も踏まえて検討した結果、当該宿舎は職員宿舎とし

ての役割を終え、新たな活用方策を検討していくことを令和４年９月14日の役員会にて決定した。

朝倉南団地の一部土地については、高知広域都市計画道路拡幅工事の対象地として該当している

ことから、令和４年９月22日の役員会において高知市へ譲渡することを決定した。

③回収可能サービス価額及び減損額の見込額

（注）土地（朝倉南団地）については、回収可能サービス価額が帳簿価額を上回る予定である。

　５．重要な債務負担行為

(1) <岡豊団地> PFI法に基づく事業に類似するサービス事業

　（注）PFIによるサービス部分の対価の支払予定額及び収入予定額は次のとおりである。

・貸借対照表日後１年以内のPFIに類似する期間に係る未経過費用 … 25,806千円

・貸借対照表日後１年を超えるPFIに類似する期間に係る未経過費用 … 346,230千円

なお、当該支払額は改定される場合がある。

当事業について、契約先に対して建物の底地を賃貸している。

・当賃貸契約による貸借対照表日後１年以内のPFIに類似する期間に係る収益 … 67,812千円

・当賃貸契約による貸借対照表日後１年を超えるPFIに類似する期間に係る収益… 909,811千円

なお、当該収入額は改定される場合がある。

(2) <物部団地> （物部）高知エコシステムセンター等新営工事

<岡豊団地> （医病）病棟新営その他工事

（単位：千円）

固定資産 用途 種類 場所 帳簿価額
認められた兆候

の概要
減損の認識に至らない

とした根拠

小津宿舎2号棟 職員宿舎 建物 高知県高知市小津町10-41 12,012
職員宿舎整備の方向性について
現在検討中のため。

勝負の川地区宿舎 職員宿舎 建物 高知県高知市朝倉甲481-1 14,979

令和8年度以降使用しない決定
を令和4年度に行っており、現在
は令和7年度末までの退去要請
期間中のため。

蒲原宿舎Ｂ棟 職員宿舎 建物
高知県南国市岡豊町蒲原
587-75

9,825

蒲原宿舎Ｃ棟 職員宿舎 建物
高知県南国市岡豊町蒲原
587-75

5,282

旧特別支援学校実習田便所 教育 建物
高知県高知市神田字西高座
1567-2

990
現在、当該建物を含めた土地（旧
特別支援学校実習田）の有効活
用の方策を検討中のため。

地役権
（旧特別支援学校実習田）

教育 無形固定資産
高知県高知市神田字西高座
1567-2

590
現在、土地（旧特別支援学校実
習田）の有効活用の方策を検討
中のため。

稼働率が50％未満
となるため

職員宿舎整備の方向性について
現在検討中のため。

使用しないという決定を行った
固定資産

用途 種類 所在 使用しなくなる日

勝負の川地区宿舎 職員宿舎 建物 高知県高知市朝倉甲481番1 令和7年度末

土地（朝倉南団地）の一部 教育・研究 土地 高知県高知市朝倉本町二丁目17番47号 令和6年度末

（単位：千円）

使用しないという決定を行った
固定資産

回収可能
サービス価額

減損見込額

勝負の川地区宿舎 － 15,93315,933

使用しなくなる日に
おける帳簿価額

一年以内 一年超

高知大学（物部）高知エコシステムセンター等新営工事 （株）岸上工務店 568,590 568,590 -  

高知大学（医病）病棟新営その他工事 清水建設（株） 5,948,179 3,051,087 -  

高知大学（医病）病棟新営その他電気設備工事 栗原工業（株） 2,310,000 2,013,000 -  

高知大学（医病）病棟新営その他機械設備工事 大一設備（株） 2,428,800 2,211,000 -  

（単位：千円）

契約名称 契約の相手方 契約金額
翌期以降支払金額

件　名 契約期間 契約金額

国立大学法人高知大学医学部附属病院
アメニティ施設整備運営事業固定資産貸付

平成31（2019）年４月１日
～令和20（2038）年８月31日

500,831千円
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　６．金融商品関係

(1) 金融商品の状況に関する事項

当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達について

　　は大学改革支援・学位授与機構からの借入れに限定している。

資金運用にあたっては国立大学法人法第35条の２が準用する独立行政法人通則法第47条及び国立大

　　学法人法第33条の５第１項の規定に基づき、預金及び公社債を保有している。

　　また、寄附により株式を保有しているが、寄附目的が本学の業務を不当に拘束することはない。

未収附属病院収入は、債権管理細則に沿ってリスク管理を行っている。

大学改革支援・学位授与機構債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、文部

　　科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施している。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

なお、時価等を把握することが極めて困難と思われる非上場株式等は、次表には含めていない。

また、現金は注記を省略しており、預金、未収入金、未払金および短期借入金は短期間で決済され

　　るため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略している。

　　（※1）負債に計上されているものは、（　）で示している。

　　（※2）減価償却引当特定資産には、預金97,073千円が含まれている。

　　（※3）未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除している。

（注1）市場価額のない株式等は次の通りである。

　　（注2）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つ
　　のレベルに分類している。

レベル１の時価： 同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定

した時価

レベル２の時価： レベル1のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて

算定した時価

レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

　　それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類している。

(1) 投資有価証券：国債は相場価格を用いて評価している。これらは活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類している。地方債及び社債は市場での取引頻度が低く、活発

な市場における市場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類している。

(2) 長期性預金：期間に基づく区分ごとに、将来キャッシュ・フローを市場金利で割り引いて時価を

算定しており、レベル２の時価に分類している。

（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

非上場株式 385

（単位：千円）

貸借対照表計上額(※1) 時価(※1) 差額(※1)

（１）投資有価証券及び有価証券

　　満期保有目的債券 1,570,069 1,472,561 △ 97,508

（２）減価償却引当特定資産（※2) 97,073 97,073 - 

（３）長期性預金 350,000 350,670 670

（４）未収附属病院収入 3,831,332 3,831,332 - 

　徴収不能引当金（※3) △ 852 △ 852 - 

3,830,480 3,830,480 - 

（５）大学改革支援・学位授与機構債務負担金 (34,619) (34,930) △310

（６）長期借入金 (11,255,846) (10,958,294) 297,551

（７）リース債務 (1,478,312) (1,500,381) △22,068

-12-



(3) 減価償却引当特定資産：減価償却引当特定資産は預金で構成されており、帳簿価額をもって時価

としている。

(4) 未収附属病院収入：未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については、担保又は保証による回収

見込額等により時価を算定しており、レベル３の時価に分類している。その他の未収附属病院収入は

短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、帳簿価額をもって時価としている。

(5) 大学改革支援・学位授与機構債務負担金、（6）長期借入金及び（7）リース・割賦債務：これら

の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在

価値法により算定しており、レベル２の時価に分類している。

　７．賃貸等不動産関係

当法人は、高知県において、賃貸等不動産を保有しているが、賃貸等不動産の総額に重要性が乏し

　　いため、注記を省略している。

　８．資産除去債務関係

(1) 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
①当該資産除去債務の概要

石綿障害予防規則等に伴う建物のアスベスト除去費用等である。

②当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を残存耐用年数に基づいて見積り、割引率は期間に応じた国債利回りを使用して金

額を計算している。

③当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

９. 国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストに関する注記

１．国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

(1) 業務費用

損益計算書上の費用 37,410,645千円

（控除）自己収入等 ▲25,987,612千円

業務費用合計 11,423,033千円

(2) 資本剰余金を減額したコスト等 759,940千円

(3) 機会費用

国又は地方公共団体の無償又は減額された使用料による貸借取引の

機会費用 1,703千円

政府出資の機会費用 234,217千円

(4) 国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト　12,418,894千円

　　２．機会費用の計上方法

(1) 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

近隣の地代や賃借料を参考に計算している。

(2) 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

令和６年３月末における10年国債（新発債）の利回りを参考に0.725％で計算している。

　１０．収益認識に関する注記

当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第77における収益に重要性が乏しいため、注記を省

　　略している。

(1) 収益の分解情報

当法人は教育・研究・診療業務及びその他の事業を実施しており、基準第77を適用する取引に係る

主なサービス等の種類と収益の額は、附属病院の診療による附属病院収益20,431百万円である。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりである。

　１１．重要な後発事象

該当なし

変動の内容 当事業年度における総額の増減

期首残高 28,341千円　

有形固定資産の取得に伴う増加額 －千円　

時の経過による調整額 632千円　

資産除去債務の履行に伴う減少額 3,776千円　

期末残高 25,196千円　
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